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1. 事業の概要 

 ここでは、事業の概要を述べる。 

 

1.1 事業の名称 

 関西大学大学院外国語教育学研究科「日本語教育専門家養成講座」の見直

し・拡充委員会の開催 

 

1.2 事業の目的 

 本事業は、関西大学大学院外国語教育語学研究科の「日本語教育専門家養

成講座」を、文化庁報告（『日本語教育人材の養成・研究の在り方について

（報告）』）に示された教育内容に基づいて、改善・発展させることを目的と

するものである。 

 

1.3 事業の実施期間 

 本事業は、2018 年度に採択され、同年度内の完結を目指していたが、一

部検討課題が残されたため、2019 年度に再度応募・採択され、実質的に事

業を継続することとなった。したがって、事業期間は 2018 年度（7 月～3

月）と 2019 年度（4 月～9 月）の計 13 ヶ月間である。 

 

1.4 事業内容の概要 

 本事業の内容は大きく以下の 4 項目にまとめられる。 

1) 教育課程の検討：養成講座カリキュラムの拡充の検討  

2) 教材の検討・開発：教育実習生のための教材の開発  

3) 養成・研修の実施 

4) その他の取り組み：地域日本語教育への関わりの検討 

 

1.5 事業の実施体制 

 本事業は、以下の組織・メンバーにより実施された。  

 

1) 事業全体 

嶋津百代（関西大学外国語学部准教授） 

高梨信乃（関西大学外国語学部教授） 

 

2) 日本語教育専門家養成講座カリキュラム検討委員会  

   高梨信乃（委員長） 
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   嶋津百代（委員） 

   山崎直樹（委員、関西大学外国語学部教授） 

   池田真生子（委員、関西大学外国語学部教授）  

   アンドリュー・バーク（委員、関西大学外国語学部教授）  

   竹内理（委員、関西大学外国語学部教授） 

   守﨑誠一（委員、関西大学外国語学部教授） 

   日高水穂（委員、関西大学文学部教授） 

   池田佳子（委員、関西大学国際部教授） 

   古川智樹（委員、関西大学国際部准教授） 

   當作靖彦（助言者、カリフォルニア大学サンディエゴ校教授）  

 

3) 日本語教育実習生のための教材開発委員会 

   嶋津百代（委員長） 

   高梨信乃（委員） 

   阿南順子（委員、関西大学外国語学部教授） 

   山崎直樹（委員） 

   アンドリュー・バーク（委員） 

   金孝卿（委員、早稲田大学日本語教育センター特任准教授）  

   櫻井直子（委員、ルーヴェン大学日本学科講師）  

  

4) 外国語教育・多言語交流センター（仮称）設置構想委員会 

   嶋津百代（委員長） 

   高梨信乃（委員） 

   池田真生子（委員） 

   今井裕之（委員、関西大学外国語学部教授） 

   竹内理（委員） 

   山崎直樹（委員） 

   アンドリュー・バーク（委員） 

   守﨑誠一（委員） 

   岡田敦（委員、吹田市教育委員会学校教育部指導室主幹指導主事）  

   林詩（委員、吹田市国際交流協会職員） 

 

5) 「日本語教育専門家養成講座」の見直し・拡充の成果に対する評価委員  

  会 

   高梨信乃（委員長） 
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   嶋津百代（委員） 

   山崎直樹（委員） 

   池田真生子（委員） 

   アンドリュー・バーク（委員） 

   竹内理（委員） 

   守﨑誠一（委員） 

   今井裕之（委員） 

   奥田純子（委員、コミュニカ学院学院長） 

   神吉宇一（委員、武蔵野大学大学院准教授） 
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2. 教育課程の検討：養成講座カリキュラムの拡充の検討  

 

2.1 日本語教育専門家養成講座カリキュラム検討委員会  

 本事業の各取り組みを統括する組織として「日本語教育専門家養成講座カ

リキュラム検討委員会」を設置した。実施期間は、1 年目は 2018 年 7 月 19

日より 2019 年 1 月 31 日まで、2 年目は 2019 年 4 月 1 日より 9 月 30 日ま

でであった。 

  

2.1.1 2018 年度・2019 年度の養成講座カリキュラム検討委員会構成員  

高梨信乃（委員長） 

   嶋津百代（委員） 

   山崎直樹（委員） 

   池田真生子（委員） 

   アンドリュー・バーク（委員） 

   竹内理（委員） 

   守﨑誠一（委員） 

   日高水穂（委員） 

   池田佳子（委員） 

   古川智樹（委員） 

   當作靖彦（助言者、カリフォルニア大学サンディエゴ校教授）  

 

本委員会は、本学外国語学部・外国語教育学研究科の日本語教育担当教員

に加え、英語､中国語など他言語において教師養成に関わる教員、さらに外

国語学部と連携して日本語教師養成に携わる文学部と国際学部の教員など

で構成された。さらに学外からは當作靖彦氏を構成員に加え、国内外の状況

を見据えた大きな視点からの助言を得た。 

 

2.2 関西大学外国語教育学研究科「日本語教育専門家養成講座」 

 本養成講座は以下のようなものである。 

 

2.2.1 概要 

 本養成講座は 2016 年度より開講されている。 

 本研究科前期課程には現在、領域として外国語教育学領域、異文化コミュ

ニケーション学領域、通訳翻訳学領域の 3 領域、専攻言語として英語、ドイ

ツ語、中国語、朝鮮語、日本語の 5 言語があるが、本養成講座は、専攻する
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領域・言語にかかわらず受講することができる。将来、日本語教育に関わる

職に就く可能性を視野に入れ、日本語教育学に関心を持ち、日本語教育の専

門知識を学び、実務に必要なスキルを身につけることを希望する者のための

講座である。 

 

2.2.2 科目 

 本養成講座の指定科目は、「言語と教育」分野 31 科目、「言語」分野 19 科

目、「社会・文化・地域」分野 9 科目、「言語と社会」分野 6 科目、「言語と

心理」分野 5 科目、「その他」分野 3 科目の計 73 科目である。これらから

必修科目を含めて 26 単位を修得することを修了要件とする。 

 なお、必修科目は、「外国語教授方法論（日本語）」、「外国語分析論（日本

語）」、「外国語教育論（文法）（日本語）」、「外国語教育教材論（日本語）」、

「日本語教育特別実習」の 5 科目である。 

 

2.2.3 教育実習 

 上記必修科目の「日本語教育特別実習」において教育実習を行う。  

 うち、教壇実習は、本学国際部主催のサマースクール（春学期）およびウ

ィンタースクール（秋学期）における「サバイバル・ジャパニーズ」を実習

の場とし、全体で 10 回程度実施する。 

  

2.2.4 受講生の状況 

 本養成講座を受講し、所定の単位を取得して修了する者は、外国語教育学

を専攻する者を中心に毎年度 10 名程度で推移している。専攻言語は日本語

のほか英語、中国語、朝鮮語と多様である。また、日本人学生と留学生が混

在している。 

 修了者のうち、平均すると毎年 1～2 名が日本語教育に何らかの形で従事

している。 

 

2.3 養成講座カリキュラム検討の過程 

 カリキュラム検討委員会の開催、および中核メンバーによる会合・協議に

より、以下のように検討を実施した。 

 

1） 本研究科の特色である、日本語を含む多言語に共通する視座に基づく学

びの提供を保持しつつ、文化庁報告で示されている教育内容を実現するた

めに検討すべき問題や課題があるかどうかを確認した。 
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2） 大学や日本語学校などの日本語教育機関において日本語教師の職に就

いている修了生へのヒアリングなどをもとに、検討すべき問題や課題を洗

い出した。 

3） 上記の 2 段階を踏まえて、問題点や課題を整理し、養成プログラムの改

善および対応策を練った。 

4） 3）で協議された養成プログラムの改善および対応策をまとめ、2018 年

秋学期に実施する教育実習に反映させ、モデル・カリキュラムを完成させ

た。 

5） モデル・カリキュラムの目指す教育内容が提供できるよう、担当講師と

協議し、具体的な内容を決定した。 

6） 2018 年度秋学期にモデル・カリキュラムを実施した（詳細は、4.を参

照のこと）。  

7) 2019 年度は、モデル・カリキュラムの教育効果や課題について、実習

生から得られたフィードバックなどに基づき検討し、成果と課題をまとめ

た。 

 

2.4 成果と課題 

2018 年度に上記 1）と 2）を実施した結果、本研究科の日本語教育専門

家養成講座は、日本語教授法、教材研究、日本語学など講座の基幹となる

部分については十分にカバーできており、修了生の満足度も高いことが確

認できた。 

しかし、その一方で、昨今の日本語教育をめぐる状況のもと、年々多様

化する教育現場で生じるさまざまな事象に対応でき、かつ、そのような経

験を糧にして自律的に成長を続けていける人材を育成することを目標に掲

げたとき、本養成講座には、知識と経験の両面でさらに拡充すべき内容が

あることも示唆された。 

そのため、従来の講座の内容に以下の①と②を加えて新たなモデル・カ

リキュラムをつくり、2018 年度秋学期に実施した。 

 ①日本語教育実習のための教材の導入（詳細は、3.を参照のこと） 

 ②各領域の専門家による日本語教育特別実習リレー講義（詳細は、4.2

を参照のこと） 

①、②により、教員側としてカリキュラムが大きく改善されたという実感

があり、受講生からも非常に高い評価を得ることができた。  
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 さらに、2019 年度は、①については、2018 年度秋学期に試用した試作

版に改訂、試用、再改訂を加え、教材として完成させた（別冊『日本語教

育実習生のための教材』を参照のこと）。 

一方、②のリレー講義については、事業費を講師謝金として使用するこ

とで初めて可能になったものであるため、今後、同様の教育内容を持続可

能なものにするためには何らかの方策が必要である（詳細は、6.2 を参照

のこと）。 
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3．教材の検討・開発：日本語教育実習生のための教材の開発 

 

3.1 日本語教育実習生のための教材開発委員会 

 本事業では、日本語教育実習生のための教材を開発することが取り組みの

１つであった。この取り組みの実施にあたっては「日本語教育実習生のため

の教材開発委員会」を設置した。実施期間は、1 年目は 2018 年 7 月 19 日

より 2019 年 1 月 31 日まで、2 年目は 2019 年 4 月 1 日より 9 月 30 日まで

であった。作成した教材は、2019 年度に完成させ、成果物として提出する。 

 以下、2018 年度・2019 年度の教材開発委員会の構成員、具体的な教材の

検討・開発方法などを説明する。 

 

3.1.1 2018 年度・2019 年度の教材開発委員会構成員 

 嶋津百代（委員長） 

    高梨信乃（委員） 

    阿南順子（委員） 

    山崎直樹（委員） 

    アンドリュー・バーク（委員） 

    金孝卿（委員、早稲田大学日本語教育センター特任准教授）  

    櫻井直子（委員、ルーヴェン大学日本学科講師）  

 

 本委員会は、本学外国語学部の日本語担当教員、外国語教育学研究科の日

本語教育担当教員、教材開発経験のある言語教育専門の教員などで構成され

た。外部委員として、早稲田大学日本語教育センター特任准教授の金孝卿氏

を構成員に加え、教師研修の経験やポートフォリオ評価などの幅広い知識に

基づいた専門的知見を得た。また、ルーヴェン大学日本学科講師の櫻井直子

氏はヨーロッパにおける CEFR の専門家であり、本取り組みで作成する教

材に対する見識高い評価が得られるため、構成員に加えた。 

 

3.1.2 具体的な教材の検討・開発方法 

 関西大学外国語教育学研究科の日本語教育専門家養成講座を、2018 年度

の文化庁報告に照らして拡充するのに伴い、新たに質の高い内容の講座を実

現させるため、「日本語教師【養成】における教育内容」の「言語教育法・

実習」に該当する内容を中核として、日本語教育実習生のための教材を作成

した。作成した教材の特徴は、以下の 2 点である。 
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1） 『日本語教育人材の養成・研修の在り方（報告）』（p.38）に示された教

育実習の指導項目である 6 段階（①オリエンテーション、②授業見学、

③授業準備（教案・教材作成等、④模擬授業、⑤教壇実習、⑥教育実習

全体の振り返り）において使用できるもの。 

2） 教育実習生の自律的な成長を促すポートフォリオの形式を取り入れた

もの。EPOSTL（European Portfolio for Student Teachers of 

Languages：ヨーロッパ言語教育履修生ポートフォリオ、URL：

https://www.ecml.at/Resources/ECMLresources/tabid/277/ID/51/lang

uage/en-GB/Default.aspx）および、J-POSTL（言語教師のポートフォ

リオ：英語教職課程編、URL: http://www.waseda.jp/assoc-

jacetenedu/JPOSTL.htm）を参考に作成した。 

 

 教材開発は、以下の手順で行った。 

 

2018 年度 

1） 教材開発委員会（試作教材の執筆準備）：2018 年 8 月 

2） 試作教材の執筆：2018 年 7〜8 月 

3） 教材開発委員会（試作教材の検討・改善→完成）：2018 年 9 月 

4） 試作教材の試用：2018 年 9 月〜2019 年 1 月 

5） 試作教材の試用結果のまとめ：2019 年 1 月 

6） 教材開発委員会（試作教材の評価→教材の完成）2019 年 2 月 

 

2019 年度 

1） 改訂版教材の準備：2019 年 2〜3 月 

2） 改訂版教材の試用：2019 年 4〜7 月 

3） 改訂版教材の試用結果のまとめ：2019 年 8 月 

4） 教材開発委員会（試作教材の評価→教材の完成）：2019 年 8 月、9 月 

 

3.2 2018 年度試作教材の検討・改善 

 本事業が開始した 2018 年 7 月には教材作成に着手し、同年 8 月と 9 月の

教材開発委員会を経て、試作教材を完成させた。この試作教材は、2018 年

9 月からの秋学期に実施した教育実習期間を通して、実習生がポートフォリ

オとして利用して書き込んだ後、回収し、教材の改善および本事業の評価の

ための資料として活用した。 
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3.2.1 教材の試用方法 

 先述のように、本取り組みにおいて作成した教材は、『日本語教育人材の

養成・研修の在り方（報告）』において示された教育実習の過程に沿ったも

のであり、実習生が教育実習の各段階において自己評価できるポートフォリ

オ形式を採用している。その自己評価項目のほとんどは J-POSTL から引用

したものであるが、教育実習の過程に適合するように順序を変え、また、日

本語教師養成であることを考慮し、原本の表現や文言も合わせて変更してい

る。 

 以下、教育実習の各段階で目指したこと、そして実習生がポートフォリオ

として書き込んだ実例を紹介する。 

 

①オリエンテーション 

 教育実習の最初の段階であるオリエンテーションでは、「過去の外国語（日

本語）学習経験」を振り返り、良かった内容あるいは良くなかった内容を書

き込み、授業中に実習生間でディスカッションする。また、教育実習への目

標や、教育実習に臨む前の期待や不安などについても書き込めるようになっ

ている。 

 このオリエンテーションで重要視したのは、まず、必要とされる「教師の

資質・能力」を「知識」「技能」「態度」に分けて自ら考え、文化庁『日本語

教育人材の養成・研修の在り方（報告）』で示されている「日本語教師【養

成】に求められる資質・能力」を確認し、そして実習生同士で話し合うこと

であった。 
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②授業見学 

 教育実習のできるだけ早い段階で、日本語授業を見学し観察した点を記述

しておくことは、その後の授業準備や模擬授業、教壇実習に多大な影響を及

ぼす。そのため、本学の教育実習でも、留学生対象日本語授業の担当教員の

協力を得て、実習生は少なくとも 2 回の授業見学を行った。 

 授業見学の前に、これまで日本語教育専門家養成講座で提供されている授

業科目で学んだ知識を用いて、以下の項目を確認するようにした。  

⚫ 見学予定の授業を支えているカリキュラム・デザインやコース・デザ

インについて理解している。 

⚫ 見学予定の授業のシラバスの内容、および見学する授業の全体におけ

る位置づけについて理解している。 

⚫ 見学予定の授業の受講生のバックグラウンドをはじめとして、授業見

学にあたり、事前に知っておく必要のある事柄を理解している。 

⚫ 授業見学にあたって、観察の視点を明確にできる。 

 留学生のように、自分自身が日本語授業を受講した経験がある場合を除

き、日本語授業を見学したことのない実習生がほとんどであったため、授

業見学で観察すべき点を、教師の行動と学習者の行動に分けていくつか挙

げた。 

＜教師の行動：（例）授業構想、授業展開、指導法＞ 

⚫ 場面や目的に応じたフィードバックや声がけはどのように行われてい

るか。 

⚫ 個人学習やペア学習、グループ学習などの様々な活動形態はどのような

目的のもとに行われているか。 

⚫ 学びの振り返りはどのように行われているか。 

＜学習者の行動：（例）アウトプット、インターアクション＞ 

⚫ 授業活動の目的を理解しているか。 

⚫ 自発的・主体的にアウトプットする機会を作っているか。 

 授業見学後、観察した内容、注目した点や気づいた点を他の実習生と共有

するようにした。そして、授業見学の成果や、他の実習生とのディスカッシ

ョン結果を踏まえ、今後行う模擬授業や教壇実習で採り入れたい点を具体的

に記述する項目も設けた。 
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 教育実習の③授業準備から、活動の前後における自己評価を書き込むポー

トフォリオ形式になる。③授業準備、④模擬授業、⑤教壇実習の段階で自己

評価する項目は、J-POSTL で用いられているものを引用したが、各段階で

必要だと考えられる項目を適宜選択した。自己評価の仕方は、③授業準備の

最初のページに説明を加えた。 

 

 

 以下、③授業準備、④模擬授業、⑤教壇実習の試用例を提示する。  
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③授業準備 
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④模擬授業 
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⑤教壇実習 
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⑥全体の振り返り 

 教壇実習が終了した後、実習生が教育実習の過程全体を振り返って、以下

の質問に答えるため、教材に記述できるようにした。  

1） 「オリエンテーション」2 で設定した「教育実習に向けての目標」は、

教育実習を通して、どの程度達成できたか。 

2） 「オリエンテーション」4.1 および 4.2 を振り返り、教師の資質・能力

に関して、教育実習を通して新たに気づいたことや理解したことがある

か。 
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 なお、4.で説明するが、2018 年度はリレー講義を実施したため、講義後

の感想や意見などを記述する箇所も設けた。 
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3.2.2 教材の改善に向けて：実習生とのインタビューおよび教材開発委員

会での検討から 

 教育実習の過程がすべて終了した学期末、各実習生（2018 年度は大学院

生 4 名が対象）に対してインタビューを行った。このインタビューは、実習

生自身の「日本語教育特別実習」全体に対する振り返りと、担当教員のフィ

ードバックを中心に、実習生 1 人につき 30 分程度行った。その際、教材を

試用する中で気づいたことなどについても質問し、実習生からコメントを得

た。 

 以下、インタビューの中で明らかになった教材に関する意見についてま

とめる。 

⚫ 授業準備から教壇実習までの段階で自己評価する際に、活動前の評価

と活動後の評価をどのタイミングで行えばいいのかイメージするのが

難しかった。実際には活動が終わってから、活動前を思い出して評価

することもあった。 

⚫ 授業実施後は評価しやすかったが、授業実施の前にもっと見ればよかっ

た。 

⚫ やっていくうちに自信がなくなって、評価が下がっていったところがあ

った。 

⚫ 同じような文言があってややこしいと思ったところあり。 

⚫ 教壇実習で教える学習者に関する情報が不足していて評価しにくい点

もあった。 

⚫ ポートフォリオなので実習生の主体性に任されているが、担当教師のワ

ンプッシュがほしい場面もあった。 

⚫ 空欄に具体的な内容を書く余裕がなかった。 

⚫ 教育実習の具体的な活動と直接かかわらないように見える項目があっ

た。 

 

 また、教材開発委員会から得たコメントは以下の通りである。 

⚫ 自由記述欄にコメントを書いていないケースが多いので、改訂版は表

に工夫を加え修正した方がよい。 

⚫ 現状の表では、実習生が 1 から 5 の段階評価をどのように捉えていた

か、また実際にそのように評価したプロセスがわからないため、試用

した実習生からインタビューで理由などを聞き取る必要がある。 

 

 以上、2018 年度はほぼ構想した通りの内容で教材を試作したが、実習生
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や教材開発委員会の意見やフィードバックを取り入れて、さらにより良い改

善を目指し、引き続き 2019 年度に改訂版教材を試用することにした。 

 

3.3 2019 年度改訂版教材の検討・改善 

 2018 年度に作成した教材を試用した実習生からのフィードバック、およ

び教材開発委員会での評価を得て、2019 年 2 月～3 月に教材の改訂版を作

成した。（なお、2018 年度で実施したリレー講義は 2019 年度の養成課程で

は行わなかったため、改訂版では記録のページを削除した。）  

 改訂版教材は、2019 年度春学期の「日本語教育特別実習」において試用

した。本科目を受講した実習生 8 名が、2018 年度同様、教育実習の 6 段階

において教材を用いた。 

 

3.3.1 試作教材から改定版教材への修正箇所 

 改訂版では、③授業準備の段階で評価の仕方についての具体的な説明を加

え、さらに④模擬授業や⑤教壇実習の最初にも若干の説明を加えた。以下、

修正した箇所を提示する。 
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3.3.2 改訂版教材の検討：実習生とのインタビューから  

 2018 年度秋学期同様、2019 年春学期においても、2018 年度秋学期同様

（詳細は 3.2 参照）、教育実習の過程がすべて終了した学期末、各実習生に

インタビューを行い、教材に関する意見やフィードバックを得た。2019 年

度は教育実習を履修した 8 名が対象となった。 

 以下、インタビューの中で明らかになった教材に関する意見についてまと

める。 

⚫ 項目の量が多く、記述するのが大変だった。 

⚫ 実際に行った教壇実習で扱わなかった内容や関連しないものがあった

ため、どう自己評価すれがいいか迷った。 

⚫ そこに書かれている内容を目標にするとして、実際に模擬授業や教壇実

習に反映できるのかどうか、どのように授業計画に盛り込めばいいのか、

わからなかった。 

⚫ 「〜できる」という表現で考えされられるのが難しかった。  

⚫ 項目の中には、具体的にどうしたらいいのかわからないものがあった。

例：「学習者の意欲を高められる」 
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⚫ 5 段階のスケールを選択して自己評価する際、経験がないものには低い

スケールをつける傾向があった。また、「できる」と思った項目のコメン

トは似たものになってしまった。 

⚫ 全体像が見えにくかったので、目次か一覧表があるとわかりやすい。  

⚫ 模擬授業や教壇実習の章で、先生（実習担当教員）のコメントを書く欄

があってもよかった。 

⚫ 「できない」と思ったことを「できる」ように、実習に採り入れること

ができなかった。 

 

3.4 改訂版教材のさらなる改善点：最終版の完成 

 実習生からのフィードバックおよび 2019年度最終の教材開発委員会での

議論を踏まえ、以下の点を最終版に反映させ、2019 年 9 月最終版教材を完

成させた。 

 

1） 前書きに、使用する際の留意点を記述する。 

2） 全体像が把握できるように、目次をつける。 

3） 学習者を知るための質問項目を記述する欄を加える。 

4） 模擬授業や教壇実習の章に、担当実習教員のコメントやフィードバック

を記述する欄を追加する。 

 

 上記のうち、特に 1）について説明を加えておく。 

 本事業がカリキュラムの検討・見直しの対象としたのが、本学の外国語教

育学研究科の日本語教育専門家養成講座であり、本講座が提供する教壇実習

は国際部主催のサマースクールおよびウィンタースクールで行う。この日本

語授業が目標としているのは「サバイバル・ジャパニーズ」の習得であって、

いわゆる技能型カリキュラムではなく、4 技能に特化した実践を行うもので

はない。そのため、教材の大部分を依拠した J-POSTL 作成のポートフォリ

オの文言や内容と、実際の教壇実習で必要とされる能力記述で合致しないも

のが多かった。2 学期間にわたる試用では、実習生の反応や感想を得るため、

実習と合致しない項目であってもそのまま教材に残した。  

 したがって本教材は、それぞれの教育実習のカリキュラムに合わせて、実

習生が自己評価する項目を選択することが必要になろう。実習担当教員が、

それらの項目を事前選択することも可能であろう。  

 

 また、2019 年度最後の教材開発委員会において議論された以下の点は、
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教材の最終版には反映させなかったが、今後の課題として挙げておく。  

⚫ ポートフォリオは、自己評価の理由を記述してこそ内省につながるため、

前後の変化も実習生が意識化していけるもの、かつ言語化できることに

つながるものが理想である。 

⚫ 教育実習の前段階で、養成講座が提供する「教授法」などの授業科目で

学ぶ内容と関連づけさせるセクションがあってもよい。そうすることで

学びの記憶を想起させ、かつ定着させ、さらに実践に応用・活用させた

りすることができるであろう。 

⚫ 2018 年度のリレー講義の代替になるような、外部の研究会や講演会な

どに参加し、その報告を書き留めておくセクションを入れる。自律的で

主体的な学びの在り方の提案とする。 
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4．養成の実施 

 

4.1 日本語教育専門家養成講座モデル・カリキュラムの実施  

 関西大学外国語教育学研究科日本語教育専門家養成講座のモデル・カリキ

ュラムの実施は、本事業の主要な取り組みみであった。実施期間は、1 年目

は 2018 年 10 月 1 日～2019 年 1 月 31 日まで、2 年目は 2019 年 4 月 1 日

から 7 月 31 日までである。この事業の目標に据えたのは、従来の日本語教

育専門家養成講座カリキュラムの拡充と向上を図り、新たなモデル・カリキ

ュラムを実施し検証することであった。以下、モデル・カリキュラムの内容

について詳細を説明する。 

 

4.1.1 日本語教育専門家養成講座モデル・カリキュラムの中核構成員  

2018 年度・2019 年度 

関西大学外国語学部/外国語教育学研究科 教員 

 嶋津百代 准教授：日本語特別実習（教師教育論） 

 高梨信乃 教授：日本語特別実習（日本語教育文法） 

 阿南順子 教授：日本語特別実習（日本文化） 

 

4.1.2 日本語教育専門家養成講座の内容 

 本事業が対象とする、大学院の日本語教育専門家養成講座は、教授方法論

や教育教材論などの日本語教育に特化した指定科目が開講されている。より

充実した教育内容を提供するため、本事業によって実施した取り組みを、以

下に挙げる。 

1） カリキュラム検討委員が作成するモデル・カリキュラムに基づき、また、

これまで提供されていなかった分野、例えば「日本語教育に関連する言

語政策」「地域日本語教育」「年少者日本語教育」など、各分野の専門家

に協力を依頼し、講義内容の充実を図る。 

2） 本事業の教材開発委員が文化庁報告の教育内容を取り入れた教材を開

発し、日本語教育実習生とともに検証することで、自律的に学び成長し

続けることのできる日本語教師の育成を目指す。  

3） 本研究科の英語教育教員らが注力してきた地域連携を強化した教師養

成にも取り組む。例えば、授業見学に、従来の外国人留学生対象の日本

語授業に加え、小学校の外国人児童に対する取り出し授業の見学、地域

ボランティア日本語教室の見学を含める。 
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4.1.3 教育実習の内容：「日本語教育特別実習」（2 単位） 

 先述のように、日本語教育専門家養成講座を修了するためには、必須科目

を含む指定科目を 26 単位履修する必要がある。その内、教育実習にあたる

「日本語教育特別実習」の 2 単位を取得しなければ、養成講座の修了が認め

られない。「日本語教育特別実習」の最終段階で行われる教壇実習は、本学

国際部主催のサマースクール（春学期）およびウィンタースクール（秋学期）

における「サバイバル・ジャパニーズ」を実習の場とし、計 10 回程度実施

する。 

 関西大学外国語教育学研究科修士課程の院生で「日本語教育特別実習」を

受講した学生は、2018 年度は 4 名（日本語ネイティブ 3 名、日本語ノンネ

イティブ 1 名）、2019 年度は 8 名（日本語ネイティブ 4 名、日本語ノンネ

イティブ 4 名）であった。 

 この「日本語教育特別実習」は、文化庁の『日本語教育人材の養成・研修

の在り方』に即した教育実習の 6 段階に沿って授業が進められた。2018 年

度秋学期と 2019 年春学期の両学期とも計 15 回の授業が行われた。通常、

第 1 回から第 5 回までの授業は講義と活動が中心で，第 6 回から第 15 回ま

での 10 週間は実習生による模擬授業とその振り返りに充てられている。 

 

4.2 2018 年度の養成講座：リレー講義 

 2018 年度は、本学の日本語教育専門家養成講座が提供している日本語教

育関連の授業科目の他に、2018 年 11 月 14 日から 2019 年 1 月 23 日の期

間において、国内外から講師を迎え、リレー講義を実施した。  

 先述のように、このリレー講義は、これまで本学の養成講座で提供されて

いなかった分野、例えば「日本語教育に関連する言語政策」「地域日本語教

育」「年少者日本語教育」など、各分野の専門家に協力を依頼し、本養成講

座の講義内容の充実を図る試みであった。同時に、この試みを通して養成講

座の課題を明らかにすることが目的であった。  

 

4.2.1 リレー講義の担当講師と講義内容 

 2018 年度に実施したリレー講義は、以下の講師が担当した。  

⚫ 金孝卿（早稲田大学日本語教育センター 特任准教授）：ビジネス日本語 

⚫ 奥田純子（コミュニカ学院 学院長）：日本語教育事情 

⚫ 神吉宇一（武蔵野大学大学院言語文化研究科 准教授） 

：言語政策・多文化共生社会論 

⚫ 佐藤慎司（プリンストン大学東アジア学科 日本語プログラムディレク
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 ター）：アメリカの日本語教育 

⚫ 櫻井千穂（同志社大学 日本語/日本文化教育センター 准教授（当時）、

現 広島大学大学院教育学研究科）：年少者日本語教育 

⚫ 中村香苗（淡江大学日本語文学科 助理教授（当時）、現副教授） 

：アジアの日本語教育 

⚫ 櫻井直子（ルーヴェン大学日本学科 講師）：ヨーロッパの日本語教育 

⚫ 山野上隆史（とよなか国際交流協会 事務局長） 

：ボランティア日本語支援 

⚫ 水野マリ子（神戸大学 名誉教授）：地域日本語教育 

 

 以下は、リレー講義の日程、講義タイトルと講義概要である。  

 

日程 講師 講義タイトルと概要 

11/14（水） 神吉宇一 日本における外国人受け入れ政策および在留外国人

の現状と課題 

訪日外客数は年々大きく増加しており、また、在留外

国人も半数が永住者・特別永住者となっています。日

本政府は、2018 年 6 月に発表したいわゆる「骨太の方

針」で、今までの外国人受け入れ政策を転換し、「高度

人材」以外も積極的に受け入れる方針を示しました。

実質的に「移民政策」が進んでいると言えるでしょう。

本講座では、政策的な動きと日本国内の在留外国人の

現状、地域社会の課題について、事例を元に考えて行

きます。 

11/21（水） 奥田純子 日本語学校における日本語教育の動向 

現在の日本語学校の源流は、1983 年に発表された「留

学生 10 万人計画」にあります。当時は数校しかなかっ

た日本語学校が、今では 700 校を超えています。本講

座では、日本語学校の設立、社会的意味と課題を時代

との関係性の中で理解しながら、そこでの「日本語学

校教育」の多様なあり方を教育・学習の視点から批判

的にかつ創造的に読み解いていきます。そして、受講

生それぞれが、日本語学校教育にアクセスするための

複眼的な観点を獲得し、自身の日本語教育の理念を見

出すための一歩となることを目指します。  

11/28（水） 水野マリ子 地域日本語教育―支援者のあり方 

地域において外国人の日本語学習支援を行う支援者

のあり方について、以下のいくつかの観点から考え

る。 

1）成人対象日本語教育  

 これまで、NPO や地域のボランティアグループによ

る外国人日本語教育支援は、主として成人を対象とし
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て実施されることが多かった。成人対象の支援で課題

となるのは、学習者の背景が多様なことがあげられ

る。留学生のように学習経験を豊富に持ち、自律的に

学習できるタイプから、母国で十分な教育を受ける機

会も少なく、自律的な学習が困難なタイプの人までい

る点である。もちろん、それらの背景により、学習目

標も多様である。 

2）年少者対象日本語教育 

 社会人として来日する外国人数が増加するに連れ

て、帯同される年少者の数も増加しており、学齢期の

子どもに対する日本語教育支援が急務となっている。

成人対象の日本語教育と異なり、年少者への支援は、

子どもの年齢や背景により、児童心理、発達心理など、

幅広い知識が必要とされる。成人はおおむね自己の意

志で来日しているが、年少者の多くは家族の都合で、

本人の意志に関係なく連れてこられていることが多

い。母国での友人関係や学習背景と関係なく、突然日

本社会に移植された植物のような状況で、きちんと根

を張って枝を伸ばし、花を咲かせることができるかど

うかは、きわめて微妙な要素が多い。さらに、公立学

校内部に設定された「日本語教室」と、地域のボラン

ティアが運営する学外の「日本語教室」での支援のあ

り方は大きく異なる。  

 これらの観点から、「成人向け日本語教育支援」と

「年少者日本語教育支援」、「公立学校での支援」と「地

域での支援」等について、考える。  

12/6（木） 櫻井千穂 日本国内における文化言語の多様な子どもの支援 

グローバル化にともない、日本国内でも複数の文化・

言語の中で育つ子どもたちが増えています。この子ど

もたちのことばとアイデンティティを保障するには、

どのような教育・支援が必要でしょうか。バイリンガ

ル教育理論をふまえた上で、文化言語の多様な子ども

の発話事例を通して彼らの現状について理解を深め

ます。そして、有益な教育・支援の実践例を紹介しつ

つ、自分たちにできることを一緒に考えたいと思いま

す。 

もし学生さんたちが予習をされるようでしたら、以

下の著書を薦めていただけますでしょうか。  

中島和子（2016）『完全改訂版 バイリンガル教育の

方法』アルク 

ただ、読んでこられなかったとしても理解できるよ

うな授業にする予定ですので、他の課題や学生さん

たちのやる気、コースの目的等を勘案して、学生さ

んにお伝えいただければと思います。  

12/12（水） 山野上隆史 地域に暮らす外国人から眺めた日本語教室 
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地域で働く、子育てをする、学校に通う…など日本で

生活する中で日本語は欠かすことができません。しか

し、日本語が十分に使えない人はたくさんいます。ま

た各地で日本語ボランティアによる教室が開催され

てはいますが、うまく学べない・学ぶ機会がないとい

う人もたくさんいます。本講義では、地域の日本語教

育のトレンドを振り返りながら、できるだけ地域に暮

らす外国人に寄り添おうとしている立場から、そこか

ら見えることについて話をしたいと思います。 

予習をしたいという学生さんには以下のものをお知

らせいただければと思います。論点整理を読むだけ

でも何となく今の立ち位置が見えるかと思います

が、報告まで読むと少し具体的に見えると思いま

す。 

論点整理 ※全体の流れと構図がつかめます。 
http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kokugo/h

okoku/pdf/suishin_130218.pdf 

報告（実施体制）※事例です 
http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kokugo/h

okoku/pdf/hokoku_160229.pdf 

報告（教員養成）※教員養成の考え 
http://www.bunka.go.jp/seisaku/bunkashingikai/kokugo/h

okoku/pdf/r1393555_01.pdf 

さらに余裕がある人は文化庁のＨＰに出ている資料

をいろいろとあさってみるといいと思います。 
http://www.bunka.go.jp/seisaku/kokugo_nihongo/kyoiku/i

ndex.html 

12/20（木） 金孝卿 「ケース学習」から考えるビジネスコミュニケーシ

ョン教育 

経済のグローバル化に伴い、日本では留学生を含む

外国人材の雇用と定着を図るための政策が実施され

るようになりました。日本語教育では、多文化共生

社会の実現に向けて、日本語を使って働く人々のた

めのビジネス日本語教育や留学生のキャリア教育に

ついて考えていく必要があります。この授業では、

日本人と外国人がともに働く職場での問題を事例に

した「ケース学習」を体験し、ビジネスコミュニケ

ーション教育で必要な要素について考えます。 

この授業は、ケースを読んで討論に参加する体験型

の授業です。講義資料は事前に提示されますので、

各自その課題に取り組んだ上で授業に参加してくだ

さい。授業後には「内省レポート」を書いてもらう

予定です。 

1/9（水） 中村香苗 台湾の日本語教育の現状と今後の展望 

本講義では、国際交流基金の「日本語教育機関調査」

の結果をもとに、台湾の日本語教育の現状を概説す
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る。さらに、今年度より開始される高校の新カリキュ

ラムの改定ポイントを押さえ、それにより中等教育に

おける日本語教育にどのような影響が出るのか、今後

どんな授業や教師が求められてくるのかを論じる。ま

た、高等教育の一例として講師の勤務校である淡江大

学において、どのような日本語教育および教師養成の

実践が行われているのかを紹介する。  

1/16（水） 櫻井直子 学習者と社会とつなぐ授業実践―複言語主義に基づ

く言語教育― 

この授業では、欧州評議会(2001)『言語のための欧州

共通参照枠 (CEFR)』の基本的な概念を理解し、欧州評

議会 (2018)『言語のための欧州共通参照枠：姉妹

編 (CEFR companion volume)』を参照しながら、学習

者と社会をつなぐ言語教育を考えます。さらに、ルー

ヴェン大学の日本語教育実践を具体例として示し、実

際にコース構築を体験します。  

ヨーロッパの言語教育理念に興味があれば事前に

『日本語教師のための CEFR』（奥村、櫻井、鈴木：

2016）を読んでおいていただけるといいかもしれま

せん。 

1/23（水） 佐藤慎司 アメリカの日本語教育の歴史と現状：プリンストン大

学の事例も含めて 

本講義では、まず、アメリカの日本語教育の歴史と現

状、最近の動向などを概観する。その後、講演者がプ

リンストン大学で行なっている「社会参加をめざすこ

とばの教育（佐藤・熊谷 2011）」「内容重視の批判的言

語教育（佐藤・高見・神吉・熊谷 2016）」を軸とした

日本語教育の実践（初級・中級・上級）を紹介する。 
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4.2.2 リレー講義の評価：受講生のアンケート調査回答から  

 2018 年度のリレー講義を受講した大学院生に依頼し、アンケート調査（付

録 C を参照のこと）を実施した。先述のように、リレー講義は本学の大学
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院日本語教育専門家養成講座の科目を受講している大学院生にも受講を許

可した。各講義 10~15 名の大学院生が参加した。 

 以下、アンケート調査の質問の中でも、リレー講義の評価に直接関わる質

問への回答を取り上げる。なお、回答の内容はもちろんのこと、文法上の間

違いもそのまま引用する。 

 

（3）このリレー講義で、学んだことは何ですか？ 

⚫ 「日本語教育」と言っても学習者の背景は本当に様々で、教師として知

っておくべき事がたくさんあると感じました。  

⚫ 様々な情報や意見を取り入れ、日本語教育についての自らの考えや姿勢

を明確に持ち、それを実践していくことの重要性。  

⚫ 日本語教育がすごく必要とされながら、ちゃんと受けるべき日本語教育

が様々な理由で受けられていない人がたくさんいます。彼らの力になり

たいと思うようになりました。 

⚫ 日本語教育の現状と多様性。オモテとウラ。 

⚫ 今後の日本語教育は単に能力を教えるだけでなく、学習者の多様化に応

じて、彼らのアイデンティティを考慮する必要がある。 

⚫ 日本における日本語学習者の困難点 

⚫ 言語教育について修めたものとして、どのような場所で、どのような形

で社会に学んだものを還元していくかについて学んだ。言語教育は社会

的弱者に寄り添っていくことができるものだと学んだ。  

⚫ 日本語教育は学校内の教育だけではなく、社会生活も日本語教育の場で

もある。 

 

（4）3）で学んだことを、今後どのように活かせると思いますか？  

⚫ 学習者の背景を考慮して授業内・外で接するようにしたいと思います。 

⚫ 実際の教育現場に立った時に、教室内の活動が教室外への実践に繋がる

ものを積極的に実施したいと思います。 

⚫ 地域の日本語教育支援者にまず申請したいと思います。日本語教育を専

攻していない人が日本語を教えている現状を変えるには、法など公的な

力が必要だとも思いました。 

⚫ 理想だけでなく現実を見て、日本語教育について考えることができると

思います。 

⚫ 今後、異国の人と付き合う際に、言葉だけではなく、相手国の習慣やマ

ナーなどの文化も頭に入れながら、行動する。  
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⚫ 多様な学習者のニーズやアイデンティティの形成を考慮して、それに対

応する言語教育を模索していきたい。 

⚫ 学習者の立場に立って、自分が出来る事をその都度考えながら寄り添え

るようになれるのではないか、是非なりたいと思います。  

⚫ 教師という形にこだわらず、生きる術を身につけていこうとする人たち

と共生していくのに活かせると思う。 

⚫ 社会に出て、身近にいる人とコミュニケーションするときは、同時に言

語学習のときでもあるから、小さなことに、細かいところに気を留めよ

う。 

⚫ 今後、国内外で日本語教育を目指すところ、中国語教育や英語教育との

共通点や相違点について考えながら、自分自身が日本語教育とどのよう

に関わっていくべきなのかを考えていきたいと思います。  

 

（6）このリレー講義を他の人にも勧めたいと思いますか？またその理由も

教えてください。 

⚫ 日本語学校のこと、留学生の点など、様々なことについてお話を聞ける

ので、将来日本語教育関連の仕事をしたいという人は是非お勧めです。 

⚫ 勧めたいと思う。なかなか聞くことができない貴重なお話を聞くことが

できる、良い学びになると思うから。 

⚫ 講義をしてくださった方は全員現役として活躍されている先生たちな

ので、現場の知識と実態を知る絶好のチャンスだと思います。  

⚫ このリレー講義は外国語教育専攻以外の人でも、内容によって受けると

いい理由は、今後日本にいる外国人の現状や課題などへの理解を深める

ことができるから。 

⚫ 学校の授業で学んだ知識以外、より多様な分野の知識がもらえる。  

⚫ 現在進行形の話題が多く、その課題についても提示していただいた。  

⚫ 講義内容は、日本語教育にかかわらず、全ての言語教育に通ずるお話だ

と思う。第一線で実践や研究をされている方のお話を聞くと、自分の実

践や研究を振り返り、まだまだ成長できると思い直す機会になる。  

⚫ 学内の先生が教えない知識を学ぶことができますから、とても珍しいチ

ャンスでした。 

 

（7）リレー講義で今回取り上げられなかったテーマで、今後扱ってほしい

テーマはありますか？ 

⚫ 途上国での義務教育（小・中）における日本語教育など。 
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⚫ 日本語教育を教えるのに必要な資格・資質など。  

⚫ 外国人労働者が受けている日本語授業について。  

⚫ 言語教育に関する様々な変化や改革を受けて、どのような日本語教育教

材が作られているのか、教材開発に携わっている方や出版者の方のお話

を聞いてみたい。 

⚫ 日本や海外における日本語教育の歴史。 

 

（8）リレー講義を振り返って、ご感想・ご意見などありましたら、ご自由

にお書きください。 

⚫ 大変勉強になりました。現場で実際に活躍されている先生方の話を聞い

て、視野が広がったように感じました。この学びを今後の人生に活かし

たいと考えています。 

⚫ 毎回大変興味深い内容を聞かせていただけて非常に良かった。  

⚫ 多くの分野の講義に参加し、自分の視野が広がり、研究に関する情報を

たくさん手に入れた。 

⚫ 様々な分野で第一線で活躍されている方の話をたくさん聞くことがで

き、とてもぜいたくな経験でした。 

 

 

 

 以上のアンケート調査の回答を総括すれば、各領域の第一人者による、各

現場からの生の声が聞けたリレー講義は、受講生の視野を広げ、彼らの実践

や研究、学びにも大きな刺激を与えたと言える。  
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 その中でも、特に 6）の質問に対する回答は、リレー講義を実施した成果

および今後の課題として注目に値する。 

 

⚫ 現場の知識と実態を知る絶好のチャンス 

⚫ 日本にいる外国人の現状や課題などへの理解 

⚫ 学校の授業で学んだ知識以外のより多様な分野の知識  

⚫ 学内の先生が教えない知識 

 

 2018 年度において養成講座のモデル・カリキュラムが目指したのは、本

学の養成講座で従来提供されていなかった分野の専門家に出講・協力を依頼

し、講義内容の充実を図ったことである。上記の回答から浮かび上がってく

るリレー講義の成果は、「（養成講座の）授業で学んで知識以外のより多様な

分野の知識」や「学内の先生が教えない知識」を得たことである。一方で、

このようなコメントは、大学における日本語教師養成の今後の課題とも言え

る。なぜなら、各大学の教員だけで日本語教育関連分野を全て指導すること

は難しい。教員が提供できる専門性やカリキュラムが各大学の養成講座の特

徴や個性となっているとは言え、このような回答が示唆しているのは、少な

くとも日本語教師になりたいと望む学生は、多様な分野の知識を求めている

ということである。 

 

4.3 2019 年度の教育実習における教育的効果 

 先述のように、2018 年度においてモデル・カリキュラムはほぼ計画通り

に実施したが、その教育効果の検証がまだ十分にできていなかった。したが

って、2019 年度では教育実習のオリエンテーションから全体の振り返りに

至るまでのすべての段階を記録した（録画・録音・文字起こしを含む）。こ

の記録を分析・考察する作業を 2019 年度春学期に行った。この作業によっ

て、教育実習における実習生の学びの過程を可視化し、教師養成の状況を詳

細に観察することができた。 

 2019 年度に教育実習を履修した大学院生 8 名は、2018 年度に養成講座

の授業科目やリレー講義を受講していた。本事業での取り組みの中でも養成

講座の内容の充実を図るために実施したリレー講義の教育的効果は、直接的

に観察できるわけではない。しかしながら、教育実習における「授業準備」

および「模擬授業」後の実習者間の討論や、学期終了後の実習生とのインタ

ビューを分析すると、間接的に教育的効果があったと推測される内容が見受

けられた。それらの内容を以下に挙げる。 
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⚫ 授業で学生が少しでも日本語で話せるように心がけるだけでなく、この

学生がアクティビティを通して日本語コミュニティとどうつながれる

かを考えた。 

⚫ 実習で教えた学生がまた日本に戻ってきたいと思ってくれるような活

動を考えようとした。 

 

 サマースクール（ウィンタースクールも同様）では日本語授業の最終日に

受講生がプレゼンテーションを行う。したがって、滞在期間中はプレゼンテ

ーションのテーマに即したプロジェクトが課されている。2019 年度のサマ

ースクールでは、日本の商店街での食べ歩きやお店巡りを経験してもらい、

気に入った食べ物やお店の写真を撮るように指示していた。  

 このようなアクティビティを考える際に、日本語や日本文化を学ぶための

活動にとどまらず、訪問先（この場合は、商店街の食堂やお店）でお店の人

と交流ができるような活動をデザインしていた（付録 D を参照のこと）。 

 

⚫ 自分が担当する授業の教案を作るので精一杯ではあったが、昨年の授業

やリレー講義で学んだことをどうやったら授業で活かせるか、これはい

つも頭にあった。 

⚫ リレー講義では、日本語教育の現状や外国人が置かれた立場や、私たち

が向き合わなければいけない問題や課題を知ることができて、目の前に

いる学生に対する見方が変わった。 
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 2018 年度のリレー講義後のアンケート調査回答に「リレー講義を受けて

視野が広がった」という記述が多く見られたことは、前章で説明した通りで

ある。2019 年度の教育実習の過程において、授業をデザインする際に、ま

た教壇実習で受講生と触れ合う際に、実習生各々がそれぞれの形でリレー講

義での学びを念頭に置いていたことがわかる。養成講座のモデル・カリキュ

ラムの実施が、間接的にであれ、実習生の態度や姿勢にこのような効果を及

ぼしていることを示唆していると捉える。 
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5. その他の取り組み：地域日本語教育への関わりの検討 

 

5.1 外国語教育・多言語交流センター（仮称）設置構想委員会  

 本事業の一環として、外国語教育・多言語交流センター（仮称）設置構想

委員会を設置した。趣旨としては、本研究科が従来積極的に取り組んできた

地域連携の実績と知見を活かし、日本語のみならず多言語という枠組みで地

域社会に貢献できる人材育成を行えるしくみづくりを目指すものである。実

施期間は、1 年目は 2018 年 10 月 1 日より 2019 年 3 月 20 日まで、2 年目

は 2019 年 4 月 1 日より 7 月 31 日までであった。 

  

5.1.1 2018 年度・2019 年度の設置構想委員会構成員 

   嶋津百代（委員長） 

   高梨信乃（委員） 

   池田真生子（委員） 

   今井裕之（委員） 

   竹内理（委員） 

   山崎直樹（委員） 

   アンドリュー・バーク（委員） 

   守﨑誠一（委員） 

   岡田敦（委員、吹田市教育委員会学校教育部指導室主幹指導主事）  

   林詩（委員、吹田市国際交流協会職員） 

 

本委員会は、本学外国語学部・外国語教育学研究科の日本語教育担当教員

と英語教育連携センターを軸として地域連携に関わる教員などで構成され

た。そして、本学の所在地である吹田市における地域日本語教育（年少者を

含む）の関係者として岡田敦氏と林詩氏を構成員に加え、意見交換を行うと

ともに、今後の連携の足掛かりとした。 

 

5.2 取り組みの目標 

近年、日本国内において地域日本語教育の必要性が急速に高まっている。

文化庁報告でも指摘されている通り、今後の日本語教育人材育成においては、

地域日本語教育に参画し貢献できる人材の育成という要素が不可欠であり、

そのためにはそれが可能な環境としくみを整えていく必要がある。このよう

な観点から、本養成講座の拡充の一環として、受講生が地域日本語教育に恒

常的に参画できるしくみをつくることを目指す。 



46 

 

 

5.3 取り組みの内容 

2018 年度  

吹田市における在住外国人への日本語支援について、吹田市国際交流協会

の担当者と会議をもった。また、特に年少者日本語教育については吹田市教

育委員会指導主事および吹田市内の小学校で巡回日本語指導を担当してい

る教諭とそれぞれに会議を設けた。これらの関係者との会議により現状につ

いての聞き取りを行った。また、実際に同市の在住外国人対象の日本語教室

や年少者のための日本語サポートなど現場の見学を実施することにより、現

状の把握を行った。 

 

2019 年度  

2018 年度に行った聞き取りと現状視察を踏まえ、養成講座を受講する複

数の学生が、定期的に吹田市国際交流協会が実施する在住外国人を対象とす

る日本語支援に関わる活動を開始した。また、開始から数ヶ月経過後、受け

入れ側となる国際交流協会担当者からの聞き取りを実施し、学生の活動状況

の把握と検討を行った。 

 

5.4 取り組みの成果 

2018 年度は、上記のように吹田市の地域日本語教育の関係者や直接の担

当者からの聞き取りや実際の支援の現場の見学などにより、吹田市における

日本語指導や日本語支援を必要とする人々の現状と現在行われている指導・

支援について、具体的に状況を知ることができた。  

2019 年度は、学生が実際に地域日本語教育に関わる活動を小規模ながら

開始した。また、これらの活動の状況ともたらした効果、課題などについて

受け入れ側の担当者から聞き取りを行った。 

以上のように、地域日本語教育に受講生が関わるための足がかりを構築し、

実際に活動を開始したことは今回の取り組みの成果と言える。 

 

5.5 今後の課題 

今後は、聞き取りや見学で把握できた事柄とすでに学生が行っている活動

の状況を踏まえながら、本学で日本語教育学を学ぶ学生が地域社会に関わり、

何らかの貢献をしつつ自身も学び成長していけるようなしくみ作りを行っ

ていく必要がある。 

その際は、本研究科が英語教育連携センターを中核として積極的に取り組
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んできた地域連携から得た知見を生かし、日本語のみならず多言語という枠

組みで地域社会に貢献できる人材育成を考えていくことが望まれる。 

同時に、何よりも重要なのは、地域のニーズに合致した活動を持続的に実

施していくということである。 

今回、地域の日本語支援活動の担当者との意見交換や、参加した学生の取

り組みの検討で明らかになったことは、これらの活動における人間関係の重

要性である。現場で求められているのは、単発的ではなく持続的であり、じ

っくりと関わりながら日本語学習者との人間関係を築いていけるような活

動の在り方である。しかし、持続的な学生の活動のしくみを作るといっても、

それがカリキュラムの中で制度化されたり、単位取得のために必須なものと

されたりすると、自発的な動機に基づくべき活動の本来の意味が失われ、学

習者とも、また他の一般の支援者とも人間関係を構築することはできない。 

活動のしくみ作りは上記のような難しさを孕んでいると言える。制度や単

位取得などの強制力とは無関係に、活動の本質的な意味を理解して、やり甲

斐をもって取り組むような学生をいかに育てていくか。これは本養成講座の

大きな課題であると同時に、本研究科の教育活動全体にも関わる課題である

と思われる。 
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6. 事業全体の評価 

 

6.1 「日本語教育専門家養成講座」の見直し・拡充の成果に対する評価委

員会  

 本事業全体の成果を評価する組織として、「日本語教育専門家養成講座」

の見直し・拡充の成果に対する評価委員会を設置した。実施期間は、2 年目

の 2019 年 8 月 1 日より 9 月 30 日までであった。 

  

6.1.1 2019 年度の評価委員会構成員 

   高梨信乃（委員長） 

   嶋津百代（委員） 

   山崎直樹（委員） 

   池田真生子（委員） 

   アンドリュー・バーク（委員） 

   竹内理（委員） 

   守﨑誠一（委員） 

   今井裕之（委員） 

   奥田純子（委員、コミュニカ学院学院長） 

   神吉宇一（委員、武蔵野大学大学院准教授） 

 

 本委員会は、本学外国語学部・外国語教育学研究科の日本語教育担当教員

を含め各取り組みに関わった教員などで構成された。さらに、学外の委員と

して奥田純子氏と神吉宇一氏を構成員に加え、日本語学校の現状や外国人受

け入れ政策の動向といった現在の日本語教育をめぐる状況を踏まえた評価

が行われるようにした。 

 

6.2 事業の成果 

6.2.1 実習生のための教材の開発について 

本事業において開発した教材は、文化庁報告に示された教育実習の 6 段

階に沿って使用でき、実習生がポートフォリオとして利用することによる自

律的な成長を促す材料として一定の存在意義と教育効果が認められる。  

さらなる改善のためには、3.4 で述べたように、教育実習だけでなく他の

科目や外部の研究会・講演会などを含めた多様な経験を学びに結びつけてい

けるような工夫が臨まれる。 

さらに、教材の使用の過程での実習生による自己評価が評価のための評価
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に終わらず、真に内省につながる活動となるためには、実習担当者による適

切な支援が必要である。したがって、今後、他機関も含め広く使用される教

材とするためには、実習担当者がどう使うかの助けとなるマニュアル等が必

要だと考えられる。 

 

6.2.2 養成講座モデル・カリキュラムの実施について  

本事業において実施したモデル・カリキュラムは、文化庁報告に示された

教育内容を踏まえたものであり、多様化する現場に対応できる日本語教育人

材の育成に大きく寄与できる、極めて意義深いものであったと言える。 

しかし、本学を含め一教育機関が有する教員がカバーできる教育内容には

限りがあり、それのみで今回のカリキュラムと同様のものを恒常的に実施す

るのは非常に難しい。このような教育内容を持続可能なものにしていくため

の何らかの方策が必要である。 

 具体的な方策としては、他の大学、日本語学校などの他教育機関との連携

が考えられる。文化庁報告に示されているような広い教育内容に含まれるそ

れぞれの領域を専門とする教員の知識や経験を機関の枠を超えて出し合い、

共有するしくみがあれば非常に有用であろう。 

 

6.2.3 その他の取り組み（地域日本語教育への関わり）について 

養成講座の充実・拡大において、今後ますます重要になる地域日本語教育

に学生が関わる機会を増やしていくことは不可欠である。今回の事業で本学

の所在地である吹田市の現状を把握した上で、実際に学生が地域日本語教育

に関わる活動を開始したことは有意義であった。  

今後は、このような活動を持続可能なものとし、かつそこでの学生の学び

を大学における教育と有機的につなげていくようなしくみ作りが必要であ

る。しかし、5.5 でも述べたように、それが地域日本語教育に関わる活動を

単位化するといった単なる制度作りであるならば、活動は本来の意味を失い

かねない。学習者や他の支援者などとの人間関係を構築しつつ、その場で本

当に求められていることを探り、実践し、同時に自らも学びを深めていける

ような学生をいかにして育てていくか、今後も考えていく必要がある。  

 

6.3 今後の課題 

 本事業は、本研究科の「日本語教育専門家養成講座」を文化庁報告で示さ

れた教育内容に照らして改善・発展させることを目的とするものであった。 

これまで述べてきたように、本事業は、実習生のための教材の開発と使用、
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養成講座モデル・カリキュラムの実施、地域日本語教育への関わりの模索と

いう各取り組みにおいて、一定の成果を上げ、総合的に養成講座の教育効果

と意義を高めることに成功したと言える。 

今後の課題は、このような教育・活動を持続可能なものとすることである。

そのためには、他の教育機関との横の連携、地域との連携を構築・強化して

いくことが重要であろう。 

また、同時に考える必要があるのは、大学における日本語教育人材養成の

担う役割は何かということである。文化庁報告でも示されているように、今

後必要とされるのは、日本語教師という職業・立場にとどまらず、多言語・

多文化社会に広い意味で貢献できる人材である。そのためには、日本語教育

学にとどまらず、広く社会、文化に関わるさまざまな知見が求められるだろ

う。そうしたさまざまな分野の知のリソースを有している大学は、それを活

用することで独自の役割を果たしていけるのではないだろうか。 
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A. 会議の記録 

 

 事業期間中に行った主たる会議を挙げる。 

 

2018 年度 

 

1) 日本語教育専門家養成講座カリキュラム検討委員会  

 第 1 回 

2018 年 7 月 25 日（水）9:30～10:30（関西大学） 

  ・本事業実施の詳細な計画 

第 2 回 

 2018 年 9 月 19 日（水）9:30～10:30（関西大学） 

 ・本事業実施の詳細な計画 

 

2) 日本語教育実習生のための教材開発委員会 

 第 1 回 

  2018 年 8 月 29 日（水）15:00～17:00（関西大学・ZOOM 使用）  

  ・教材試作版の検討  

  第 2 回 

  2018 年 9 月 19 日（水）16:00～18:00（関西大学・ZOOM 使用） 

  ・教材試作版の検討 

 第 3 回 

  2019 年 2 月 12 日（火）9:00～12:00（早稲田大学） 

  ・教材試作版フィードバックの検討 

 第 4 回 

  2019 年 2 月 28 日（木）16:00～18:00（関西大学・ZOOM 使用） 

  ・教材試作版フィードバックの検討 

 

3) 外国語教育・多言語交流センター（仮称）設置構想委員会  

 第 1 回 

  2018 年 12 月 10 日（月）10:00～11:30（吹田市教育委員会指導室） 

  ・吹田市初等教育機関における日本語支援を必要とする児童生徒の現状  

 第 2 回 

  2018 年 12 月 25 日（火）10:00～11:30（吹田市国際交流協会） 

  ・吹田市における地域日本語教育の状況 
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 第 3 回 

  2019 年 1 月 25 日（金）13:30～15:00（吹田市藤白台小学校） 

  ・吹田市初等教育機関における日本語支援を必要とする児童生徒の状況  

      

2019 年度 

 

1) 日本語教育専門家養成講座カリキュラム検討委員会  

  2019 年 9 月 25 日（水）6:00～8:00（関西大学） 

  ・カリキュラムに対する評価と今後の改善に向けての検討  

 

2) 日本語教育実習生のための教材開発委員会 

 第 1 回 

  2019 年 8 月 13 日（火）18:00～20:00（早稲田大学・ZOOM 使用） 

  ・教材試作第 2 版フィードバックの検討・完成にむけての討議  

 第 2 回 

  2019 年 9 月 20 日（金）18:00～20:00（ルーヴェン大学） 

  ・教材試作第 2 版フィードバックの検討・完成にむけての討議  

  

3) 外国語教育・多言語交流センター（仮称）設置構想委員会  

  2019 年 7 月 26 日（金）14:00～15:30（吹田市国際交流協会） 

  ・吹田市における地域日本語教育の状況 

  

4) 日本語教育専門家養成講座の見直し・拡充の成果に対する評価委員会  

 第 1 回 

  2019 年 8 月 13 日（火）14:00～16:00（武蔵野大学） 

  ・事業全体の成果に対する評価と今後の講座改善に向けての検討  

 第 2 回 

  2019 年 9 月 20 日（金）18:00～20:00（コミュニカ学院） 

  ・事業全体の成果に対する評価と今後の講座改善に向けての検討   
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B. 見学等の記録 

 

2018 年 8 月 9 日 東京女子大学  

・現代教養学部・石井恵理子教授との懇談・意見交換 

・日本語教員養成課程の学部生による教育実習の見学 

 

2018 年 11 月 6 日・7 日 秋田国際教養大学 

 ・専門職大学院日本語教育実践領域・佐野ひろみ教授、左治木敦子准教授

堀内仁准教授、嶋ちはる准教授との懇談・意見交換 

・院生による教育実習および事後指導の見学 

  

2019 年 1 月 22 日 宮城学院女子大学 

 ・学芸学部・澤邉裕子教授との懇談・意見交換 

・併設高校への留学生を対象とする、日本語教員養成課程の学部生による

日本語サポート活動の見学 

・大学院生によるゼミ発表の見学 

 

2019 年 1 月 30 日 吹田市立竹見台中学校 

・「さくら広場」（渡日もしくは外国にルーツを持つ園児、児童、生徒を対

象とする、ボランティアによる日本語支援と文化交流の取り組み）の見

学 

 

2019 年 2 月 21 日 吹田市国際交流協会  

・「SIFA 日本語教室」（地域在住外国人を対象とする日本語クラス）の見

学 
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C. リレー講義受講生へのアンケート調査 
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関西大学 外国語教育学研究科 

文化庁委託事業：リレー講義 

アンケート調査 
 

 

2 

 

2．講義を通して 

 

1） このリレー講義で、気になった点や改善すべき点があれば教えてください。 

 

 

 

2） このリレー講義をほかの人にも勧めたいと思いますか？また、その理由も教えてくださ

い。 

 

 

3） このリレー講義で、今回取り上げられなかったテーマで、以後、扱ってほしいテーマは

ありますか？ 

 

 

4） このリレー講義を振り返り、感想・意見などありましたら、ご自由にお書きください。 

 

 

 

3．ご回答いただきました「皆さん」について 

l 性別：                 年齢：20代・30代・40代・50代以上 

l 国籍：                 母語： 

l 専攻：                 学年： 

l 日本語教育専門家養成講座の修了を目指していますか？：はい いいえ  

＜以上＞ 

皆さんのご協力に感謝いたします 
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D. 2019 年度教壇実習での教育実習生作成の資料 

 

 

1回目

オリエンテーション
（说明会）

はじめまして。
［Hajimemashite.］
(初次见面。)

私は ～ です。
［Watashi wa ～ desu.］
(我是 ～ ↑名字 。)

よろしく おねがいします。
［Yoroshiku onegaishimasu.］
（请多关照。）

Survival Japanese class ＝Survival Japanese Class

評価基準
［Hyooka kijun］
（评价标准）

●出席・授業態度 ［shusseki , jugyoo-taido］

（出勤率，上课态度）

●ミニテスト ［mini-tesuto］

（小测验）

●宿題 ［shukudai］

（作业）

●最終発表 ［saishuu happyoo］

（最终发表）

⇒ 30%

⇒ 20%

⇒ 20%

⇒ 30%

Presentation
７月３０日に、発表をします。

［shichi-gatsu sanjuu-nichini, purezenteeshon o shimasu.］
（每个人都将在7月30号发表）

何を 話しますか。

（你在演讲时讲
什么？）［nani o  hanashimasuka］

（你在发表时讲什么？）
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日本語で 活動 しよう！
［Nihongo de   katsudoo  shiyoo ! ］

（用日语做活动）

天神橋筋商店街
［Tenjinbashisuji-syootengai］
（天神桥筋商店街）

Let’s go to the 

shopping street!

テーマ：お気に入りの場所
（我喜欢的店铺）

・商店街で お気に入りの場所を 見つけよう。（お店の名前）

・そこは商店街のどこにありますか？（～の前、となり）

・いくらですか？（値段）

・なぜお気に入りですか？（理由）

・場所の雰囲気はどうですか？（にぎやか・・・）

・お店の特徴（よいポイントや、営業時間、

お店の人の写真や名前など）

presentation

テーマ：お気に入りの場所
［okiniiri no basho］
（我喜欢的店铺）

● 去商店街找一找你喜欢的店铺（店名）
● 这家店在商店街的哪个位置？（～的前面，旁边）
● 多少钱？（价格）
● 为什么喜欢呢？（理由）
● 店铺的氛围怎么样？（热闹・・・）
● 店铺的特点（优点，营业时间，店铺里的人，照片，姓
名等）

presentation

这个⽤⽇
语怎么说

︖

Survival Japanese Class课程中，

将会学习如下内容

授業の予定
［jugyoo no yotei］

(课程表)

１ オリエンテーション ７ 道案内２

２ 友達づくり ８ 買い物１

３ 数字 ９ 買い物２

４ 食べ物 10 感想

５ レストラン 11 発表準備

６ 道案内１ 12 発表準備

授業の予定
［jugyoo no yotei］

(课程表)

１ 导论 ７ 问路２

２ 自我介绍 ８ 购物１

３ 数字 ９ 购物２

４ 食物 10 感想

５ 在餐馆 11 发表准备

６ 问路１ 12 发表准备

がんばりましょう！
［ganbari mashoo!］

(一起努力吧！)
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[kyoshitsu-kotoba]

（教室用语）
13 14

見て ください。
[Mite kudasai.]

（请看。）

読んで ください。
[Yonde kudasai.]

（请读出来。）

書いて ください。
[Kaite kudasai.]

（请写下来。）

言って ください。
[Itte kudasai.]

（请说出来。）

聞いて ください。
[Kiite kudasai.]

（请注意听。）

ペアで 話して ください。
[Pea de hanashite kudasai.]

（请小组讨论。）

授業を 始めます。
[Jugyoo o hajimemasu.]

（上课。）

授業を 終わります。
[Jugyoo o owarimasu.]

（下课。）

分かりません。
[Wakarimasen.]

（我不明白。）

～先生！
[～ sensei!]

（～老师 !）

15

～先生、すみません。～は どういう 意味 です か？
[～ sensei、 sumimasen.～wa dooiu imi desu ka?]

（～老师，不好意思，请问～是什么意思?）

分かりました。
[Wakarimashita.]

（明白了。）

すみません！
[Sumimasen!]

（不好意思 !）

すみません、もう一度 お願いします。
[Sumimasen,mooichido onegaishimasu.]

（不好意思，请再说・念・写一遍。）

すみません、ゆっくり お願いします。

[Sumimasen,yukkuri onegaishimasu.]

（不好意思，请说得慢一点。）

当你要询问老师问题

你呼唤老师 你有疑问或者疑问消除

～先生、すみません!
[～sensei,sumimasen!]
～老师，不好意思!

授業を 始めます。
[Jugyoo o hajimemasu.]

（开始上课）

[aisatsu]

（问候）

17

おはよう！
[Ohayoo!]

（早！）

18

When you meet someone.

おはようございます。
[Ohayoo gozaimasu.]

（早上好。）

こんにちは。
[Konnichiwa.]

（你好。）

よろしくおねがいします。
[Yoroshiku onegaishimasu.]

（请多关照。）

こんばんは。
[Konbanwa.]

（晚上好。）

はじめまして。
[Hajime mashite.]

(初次见面。)

打招呼
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さようなら。
[Sayoonara.]

（再见。）

じゃあね。
[Jaane.]

(再见。)

ばいばい。
[Baibai.]

(拜拜。)

また、あした。
[Mata,ashita.]

（明天见。）

ほな。
[Hona.]

（回头见。）

19

When you say goodbye.

またね。
[Matane.]

(明天见。)

说再见

ありがとうございます。
[Arigatoo gozaimsu.]

（谢谢。）

ありがとう。
[Arigatoo.]

(谢了。)

20

When you wanna thank someone.

The answer to thanks.

どういたしまして。
[Dooitashimashite.]

(不用谢。)

いいえ、どういたしまして。
[Iie dooitashimashite.]

（没事，不用谢。）

The answer to thanks.

いいえ。
[Iie.]

(不谢。)

道谢、不用谢

ひらがな
[Hiragana]

(假名)




